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令和５年度春日市当初予算の概要

春日市経営企画部財政課

◆ 令和５年度春日市当初予算における各会計の予算額は、以下のとおりです。

（単位：千円）

※１ 本資料において、「対前年度」とは特段の断りがない限り、「令和４年度当初予算」との比較を指します。

※２ 下水道事業会計の予算額は収益的支出と資本的支出の合計額です。

※３ 全会計合計は、一般会計及び４特別会計の予算額の合計に、下水道事業会計の収益的支出と資本的支出の合

計額を加えた額です。

◆ 令和５年度春日市一般会計の当初予算は、３５，７７０，４０７千円（対前年度＋２

６０，２７０千円、＋０．７％）となっています（表①参照）。

（歳入）

自主財源の要である市税は、給与所得等の増を考慮した個人市民税の増額を見込んでい

ます。また、固定資産税についても、堅調な新築数の増を考慮し増額を見込んでおり、市

税全体では前年度比で３．９％の増となっています。

実質的な地方交付税（地方交付税及び臨時財政対策債の合計）については、国の地方財

政計画を踏まえ、前年度比で０．５％の増を見込んでいます。

（歳出）

障がい者関係給付費や私立保育所委託費をはじめとする扶助費の増並びに双葉市営住宅

建替事業費、上白水市営住宅建替事業費及び庁舎等維持補修費等の増に伴う普通建設事業

費の増等により、前年度比で増額となっています。

（本年度予算額） （対前年度※１増減率）

一般会計・・・・・・・・・・・・・ ３５，７７０，４０７ ＋０．７％

国民健康保険事業特別会計・・・・・ １０，３４３，３２１ ＋４．８％

後期高齢者医療事業特別会計・・・・・ １，６５６，４８０ ＋６．０％

介護保険事業特別会計・・・・・・・・ ７，６９０，４８０ ＋０．９％

筑紫地区障害支援区分等審査会事業特別会計・・２１，２６６ ＋５５．５％

下水道事業会計※２・・・・・・・・・・ ３，３１７，２２６ △４．１％

（ 全 会 計 合 計※３）・・・・ ５８，７９９，１８０ ＋１．３％

２ 一般会計予算総括

１ 当初予算総括

- 3 -



＜表① 一般会計当初予算額の推移＞ （単位：千円）

◆ 一般会計当初歳入予算の主な項目の増減は、以下のとおりです。 （単位：千円）

※４ 地方交付税と臨時財政対策債の予算額の合計です。

（１）市税

市税は、基幹的な税目の動きとして、個人市民税及び固定資産税の増額を見込んだ結果、

１３，９８０，２６９千円（対前年度＋５２２，４６４千円、＋３．９％）となり、２年

連続で増収を見込んでいます。

このうち、市税の約半分を占める市民税において、個人市民税については、給与所得等

の増を見込み、６，４１４，５９６千円（対前年度＋１５０，７６８千円、＋２．４％）、

法人市民税についても、５６４，６９２千円（対前年度＋５５，３２６千円、＋１０．９％）

と増を見込んでいます（表②及びグラフ①参照）。

また、固定資産税については、堅調な新築数の増を考慮し、５，２９５，０６９千円（対

前年度＋２２５，９８２千円、＋４．５％）と増収を見込んでいます（現年度課税分につ

いて、表③及びグラフ②を参考までに掲載）。

その他、軽自動車税については、軽四輪乗用自家用車の台数の増加を考慮し、２２３，

６７３千円（対前年度＋１０，９４０千円、＋５．１％）と増収を見込んでいます。

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率）

Ｈ２９ ３１，８１２，２８８ ＋ ３５０，８０９（＋１．１％）

Ｈ３０ ３２，８６７，５２６ ＋１，０５５，２３８（＋３．３％）

Ｒ０１ ３３，３３４，３２１ ＋ ４６６，７９５（＋１．４％）

Ｒ０２ ３５，６７７，２１３ ＋２，３４２，８９２（＋７．０％）

Ｒ０３ ３４，４０３，７３５ △１，２７３，４７８（△３．６％）

Ｒ０４ ３５，５１０，１３７ ＋１，１０６，４０２（＋３．２％）

Ｒ０５ ３５，７７０，４０７ ＋ ２６０，２７０（＋０．７％）

本年度予算額 対前年度増減額（増減率）

（１）市 税 １３，９８０，２６９ ＋５２２，４６４（＋３．９％）

（２）実質的な地方交付税※４ ４，７０７，７９８ ＋２１，８２０（＋０．５％）

（３）市 債 １，０９５，３００ ＋１０６，５００（＋１０．８％）

３ 歳入予算の主な内訳
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・個人市民税 ６，４１４，５９６千円（対前年度＋１５０，７６８千円、＋ ２．４％）

・法人市民税 ５６４，６９２千円（対前年度 ＋５５，３２６千円、＋１０．９％）

・土地 ２，１５６，８７５千円（対前年度＋１４１，６２２千円、＋７．０％）

・家屋 ２，７４６，７３３千円（対前年度＋ ７０，７９０千円、＋２．６％）

・償却資産 ３５５，１４８千円（対前年度＋ １６，９８４千円、＋５．０％）

＜表② 市民税（個人・法人）の推移＞ （単位：千円）

＜グラフ① 市民税（個人・法人）の推移（当初予算額）＞

＜表③ 固定資産税のうち土地・家屋・償却資産分の推移＞※現年課税分のみ

（単位：千円）

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率）

Ｈ２９ ６，５４１，６３３ ＋１９５，１６３（＋３．１％）

Ｈ３０ ６，４５９，９８９ △ ８１，６４４（△１．２％）

Ｒ０１ ６，６９０，３８９ ＋２３０，４００（＋３．６％）

Ｒ０２ ６，８１５，３７３ ＋１２４，９８４（＋１．９％）

Ｒ０３ ６，３６９，３５０ △４４６，０２３（△６．５％）

Ｒ０４ ６，７７３，１９４ ＋４０３，８４４（＋６．３％）

Ｒ０５ ６，９７９，２８８ ＋２０６，０９４（＋３．０％）

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率）

Ｈ２９ ４，７０３，７７９ ＋１０５，８２５（＋２．３％）

Ｈ３０ ４，７５９，９４７ ＋ ５６，１６８（＋１．２％） ←評価替年度

Ｒ０１ ４，８１６，３４２ ＋ ５６，３９５（＋１．２％）

Ｒ０２ ４，９０１，６７３ ＋ ８５，３３１（＋１．８％）

Ｒ０３ ４，６２２，４０１ △２７９，２７２（△５．７％） ←評価替年度（据置措置有）

Ｒ０４ ５，０２９，３５９ ＋４０６，９５８（＋８．８％）

Ｒ０５ ５，２５８，７５７ ＋２２９，３９８（＋４．６％）
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・地方交付税 ４，４６０，８９８千円（対前年度＋ ２７９，８２０千円、＋ ６．７％）

・臨時財政対策債 ２４６，９００千円（対前年度△ ２５８，０００千円、△５１．１％）

＜グラフ② 固定資産税のうち土地・家屋・償却資産分の推移（当初予算額）＞※現年課税分のみ

（２）実質的な地方交付税

実質的な地方交付税の総額は、４，７０７，７９８千円（対前年度＋２１，８２０千円、

＋０．５％）となり、地方交付税は増、臨時財政対策債は減を見込んでいます（表④及び

グラフ③参照）。

地方交付税が増となったのは、地方税等の増により基準財政収入額が増となったものの、

臨時財政対策債振替相当額が大幅に減額されたことが主な要因です。

また、臨時財政対策債の大幅な減は、令和５年度地方財政計画における国の見込を反映

した結果です。

＜表④ 実質的な地方交付税の推移＞ （単位：千円）

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率） 地財計画増減率

Ｈ２９ ５，３０４，５６９ ＋ １９８，８１７（＋ ３．９％） △ １．０％

Ｈ３０ ５，２９５，７２２ △ ８，８４７（△ ０．２％） △ １．９％

Ｒ０１ ５，１０４，０８７ △ １９１，６３５（△ ３．６％） ＋ １．１％

Ｒ０２ ５，１２７，３６０ ＋ ２３，２７３（＋ ０．５％） ＋ １．５％

Ｒ０３ ５，７１２，７８０ ＋ ５８５，４２０（＋１１．４％） ＋ ５．１％

Ｒ０４ ４，６８５，９７８ △１，０２６，８０２（△１８．０％） ＋ ３．５％

Ｒ０５ ４，７０７，７９８ ＋ ２１，８２０（＋ ０．５％） ＋ １．７％
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＜グラフ③ 実質的な地方交付税（地方交付税・臨時財政対策債）の推移（当初予算額）＞

※令和３年度までは決算額。令和４年度及び令和５年度は決算見込額です。

（３）市債

市債（起債額）は、１，０９５，３００千円（対前年度＋１０６，５００千円、＋１０．

８％）となり、３年ぶりに増額となりました（表⑤及びグラフ④参照）。

これは、市庁舎等改修事業に伴う起債額の皆増及び市営住宅の建設に伴う起債額の増が

主な要因です。

令和５年度末の市債現在高は、２４，５１３，８６４千円（対前年度末残高（決算見込）

△１，２１７，５３５千円、△４．７％）で、３年連続で減少する見通しです（グラフ⑤

参照）。

また、市債残高全体における臨時財政対策債の残高が占める割合は５４．７％となって

います。

＜表⑤ 起債予定事業＞ （単位：千円）

事 業 名 起債予定額 構成比（％）

市庁舎等改修事業 ７８，０００ ７．１

特定天井改修事業 ７，７００ ０．７

一般会計出資債 ３５，２００ ３．２

いきいきプラザエレベータ更新事業 ４１，２００ ３．８

連続立体交差事業 １１３，８００ １０．４

市営住宅建設事業 ５２６，５００ ４８．１

道路ストック長寿命化補修事業 ４６，０００ ４．２

臨時財政対策債 ２４６，９００ ２２．５

【合 計】 １，０９５，３００ １００．０
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＜グラフ④ 起債額の推移（当初予算額）＞

＜グラフ⑤ 年度末市債現在高の推移（決算（見込）額）＞

※令和３年度までは決算額。令和４年度及び令和５年度は決算見込額です。
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（４） 本市の主な一般財源比較表　

（単位：千円、％）

R03年度

増減額 増減率 増減額 増減率

① ② ③ ④(③-①) ④/① ⑤(③-②) ⑤/②

13,484,831 13,457,805 13,782,913 13,980,269 522,464 3.9 197,356 1.4

197,488 205,632 194,354 180,944 △ 24,688 △ 12.0 △ 13,410 △ 6.9

地方揮発油譲与税 48,860 47,217 47,217 44,620 △ 2,597 △ 5.5 △ 2,597 △ 5.5

自動車重量譲与税 139,700 146,799 135,379 124,566 △ 22,233 △ 15.1 △ 10,813 △ 8.0

森林環境譲与税 8,928 11,616 11,758 11,758 142 1.2 0 0.0

2,903,586 2,801,493 2,951,607 2,834,127 32,634 1.2 △ 117,480 △ 4.0

利子割交付金 8,679 8,222 8,222 3,696 △ 4,526 △ 55.0 △ 4,526 △ 55.0

配当割交付金 87,655 57,876 103,188 93,751 35,875 62.0 △ 9,437 △ 9.1

株式等譲渡所得割交付金 102,402 73,170 73,170 53,121 △ 20,049 △ 27.4 △ 20,049 △ 27.4

法人事業税交付金 99,449 116,649 142,489 130,040 13,391 11.5 △ 12,449 △ 8.7

地方消費税交付金 2,384,310 2,385,057 2,464,478 2,417,963 32,906 1.4 △ 46,515 △ 1.9

環境性能割交付金 23,894 37,134 30,072 21,050 △ 16,084 △ 43.3 △ 9,022 △ 30.0

国有提供施設等所在
市町村助成交付金

2,447 2,447 2,447 2,450 3 0.1 3 0.1

地方特例交付金 194,750 120,938 127,541 112,056 △ 8,882 △ 7.3 △ 15,485 △ 12.1

5,938,240 4,685,978 5,354,654 4,707,798 21,820 0.5 △ 646,856 △ 12.1

普通交付税 4,462,923 3,868,472 4,600,248 4,142,978 274,506 7.1 △ 457,270 △ 9.9

特別交付税 347,317 312,606 312,606 317,920 5,314 1.7 5,314 1.7

臨時財政対策債 1,128,000 504,900 441,800 246,900 △ 258,000 △ 51.1 △ 194,900 △ 44.1

22,524,145 21,150,908 22,283,528 21,703,138 552,230 2.6 △ 580,390 △ 2.6

R04年度 R05年度

対前年度当初 対前年度3月補正後

１ 市税

２ 地方譲与税

(1)

(2)

(3)

３ 交付金等

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

４ 実質的な地方交付税

(1)

(2)

(3)

合　　　　　　計

（参考）実質的な地方交付税の年度別内訳表（～R04）　※数値は全て決算（見込）額です。

区　　 分
決　算　額

当初予算額 3月補正後額 当初予算額

決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 3月補正後額 増減率

(1) 普 通 交 付 税 3,768,869 1.2 3,691,465 △ 2.1 3,646,241 △ 1.2 3,485,581 △ 4.4 4,462,923 28.0 4,600,248 3.1

(2) 特 別 交 付 税 348,733 △ 6.1 365,147 4.7 346,300 △ 5.2 335,119 △ 3.2 347,317 3.6 312,606 △ 10.0

(3) 臨時財政対策債 1,000,000 △ 19.4 1,371,000 37.1 1,172,800 △ 14.5 1,075,900 △ 8.3 1,128,000 4.8 441,800 △ 60.8

合　　　計 5,117,602 △ 4.1 5,427,612 6.1 5,165,341 △ 4.8 4,896,600 △ 5.2 5,938,240 21.3 5,354,654 △ 9.8

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 R04年度
区　　　分
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◆ 一般会計当初歳出予算を性質別に分類した場合、義務的なもの、投資的なもの及びそ

の他の経費の増減は、以下のとおりです。 （単位：千円）

（１）義務的経費（人件費、扶助費、公債費）

義務的経費は、１９，１９２，１８８千円（対前年度＋３３４，９６６千円、＋１．８％）

となっています（表⑥及びグラフ⑥参照）。

これは、障がい者関係給付費及び私立保育所委託費が増となることに伴う扶助費の増が

主な要因です。

なお、扶助費については、歳出予算に占める割合が３割を超えており、依然として増加

の一途をたどっています。

＜表⑥ 義務的経費の内訳と増減の要因＞ （単位：千円）

当初予算額 対前年度増減額（増減率）

（１）義務的経費 １９，１９２，１８８ ＋３３４，９６６（＋ １．８％）

（２）投資的経費 ３，３２５，２５６ ＋６２６，６３９（＋２３．２％）

（３）その他の経費 １３，２５２，９６３ △７０１，３３５（△ ５．０％）

区 分 予 算 額
対前年度増減額

（増減率）
主な増減の要因

人 件 費 ４，３９０，７３８
△４，５９９

（△０．１％）

一般職（会計年度任用職員以外）

に係る給料等の減

一般職退職手当の減

扶 助 費 １２，０８６，６０２
＋３３８，５６９

（＋２．９％）

障がい者関係給付費の増

私立保育所委託費の増

公 債 費 ２，７１４，８４８
＋９９６

（＋０．０％）
償還元金の増

【合 計】 １９，１９２，１８８
＋３３４，９６６

（＋１．８％）

４ 歳出予算の主な内訳（性質別）
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＜グラフ⑥ 義務的経費の推移（当初予算額）＞

（２）投資的経費（普通建設事業費、災害復旧費）

投資的経費は、３，３２５，２５６千円（対前年度＋６２６，６３９千円、＋２３．２％）

となり、３年ぶりに増となりました（グラフ⑦参照）。

これは、双葉市営住宅建替事業費及び上白水市営住宅建替事業費の増等が主な要因です

（表⑦参照）。

＜グラフ⑦ 投資的経費の推移（当初予算額）＞

＜表⑦ 本年度の主な普通建設事業＞

区 分 事 業 例

老 朽 化 施 設 更 新

双葉市営住宅建替事業、上白水市営住宅建替事業、庁舎等維持補修、地

区公民館等大規模改修、ふれあい文化センター設備機器等改修事業、毛

勝児童センター大規模改修、すくすくプラザ予防保全改修、放課後児童

クラブ施設維持補修

道路、交差点等改良

西鉄春日原駅周辺整備事業、西鉄天神大牟田線連続立体交差事業（県事

業負担金）、長浜太宰府線道路改良事業（県事業負担金）、那珂川宇美線

道路改良事業（県事業負担金）、側溝整備事業

そ の 他 西スポーツ・レクリエーション広場整備、須玖岡本遺跡整備事業
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（３）その他の経費（物件費、補助費等、繰出金、その他※５）

その他の経費は、１３，２５２，９６３千円（対前年度△７０１，３３５千円、△５．

０％）となりました（表⑧及びグラフ⑧参照）。

これは、庁内ネットワーク更新業務が皆減になることに伴う物件費の減が主な要因です。

＜表⑧ その他の経費の主な内訳と増減の要因＞ （単位：千円）

※５ その他には、維持補修費、積立金、投資及び出資金、貸付金、予備費が含まれます。

＜グラフ⑧ その他の経費の項目別推移（当初予算額）＞

区 分 予 算 額
対前年度増減額

（増減率）
主な増減の要因

物 件 費 ５，６０５，８４８
△７６７，０４６

（△１２．０％）

庁内ネットワーク更新業務の皆減

公共施設等包括管理費の増

放課後児童クラブ管理業務の増

補 助 費 等 ４，２９３，０１３
△３９，７１４

（△０．９％）

住民税非課税世帯等臨時特別給付金の

皆減

後期高齢者医療療養給付費負担金の増

福岡都市圏南部環境事業組合負担金の

増

繰 出 金 ２，６４２，３６７
＋５３，５６０

（＋２．１％）

国民健康保険事業特別会計繰出金の増

後期高齢者医療事業特別会計繰出金の

増

介護保険事業特別会計繰出金の増

そ の 他 ７１１，７３５
＋５１，８６５

（＋７．９％）

都市緑地保全等基金積立金の増

春日那珂川水道企業団出資金（福岡地区

水道企業団出資金）の増
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（億円） 355.1 357.7

その他
46.0

その他
45.7

衛生費
30.4

衛生費
28.1

土木費
29.8

土木費
31.9

教育費
36.3

教育費
35.7

総務費
39.2

総務費
36.8

民生費
173.4

民生費
179.5

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

R04 R05 （年度）

◆ 一般会計当初歳出予算を目的別（歳出予算の款の区分ごと）に分類した場合、主なも

のの増減は、以下のとおりです（グラフ⑨参照）。

＜グラフ⑨ 歳出予算（目的別）の推移（当初予算額）＞

５ 歳出予算の主な内訳（目的別）

●民生費 １７，９５１，６２９千円
（増減額） ＋６１１，８１０千円

（増減率） ＋３．５％

（主な増減の要因）

障害児通所給付事業費の増、住民税非課税世帯等

臨時特別給付金給付事業費の皆減、児童センター

管理費の増、幼児教育・保育無償化事業費の減、

保育所等運営事業費の増

●土木費 ３，１８９，５３７千円
（増減額） ＋２０４，７６２千円

（増減率） ＋６．９％

（主な増減の要因）

双葉市営住宅建替事業費の増、欽修市営住宅建替

事業費の皆減、上白水市営住宅建替事業費の増、

新南部工場関連周辺環境整備事業費の皆減

●衛生費 ２，８１１，５４９千円
（増減額） △２２９，７８９千円

（増減率） △７．６％

（主な増減の要因）

新型コロナウイルス予防接種費の減、出産・子育

て応援事業費の皆増

●教育費 ３，５７４，６９１千円
（増減額） △５８，４６０千円

（増減率） △１．６％

（主な増減の要因）

昇町共同利用施設整備事業費の皆減、弥生コミュ

ニティ供用施設整備事業費の増、須玖岡本遺跡整

備事業費の減、ふれあい文化センター設備機器等

改修事業費の減

●総務費 ３，６７８，６７３千円
（増減額） △２４５，０２２千円

（増減率） △６．２％

（主な増減の要因）

電子計算機器等管理運営費の減、庁舎等維持補修

費の増、公共施設等包括管理費の増、職員給与等

費の減

※ その他は、議会費、労働費、農林水産業費、商工費、消防費、災害復旧費、公債費、諸支出金及び予備費の

合計額となっています。
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
市中央部市民活動
交流拠点整備事業

第6次総合計画、第2次都市計画マスタープ
ランに基づく「春日新50年プラン」の事業
として、市中央部エリア（総合スポーツセ
ンター、ふれあい文化センター周辺）に市
内の福祉施設等を移転集約した複合施設を
整備すること等を通じて、同エリアを誰も
が行きやすく行きたくなるエリアとし、市
民活動と交流の拠点づくりを強化推進す
る。令和5年度は、複合施設整備及びエリ
ア全体の土地利用等に関する基本構想を策
定する。

20,953 20,953 70

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継 市庁舎長寿命化事業

平成4年度に建築した市庁舎は、設備機器
の老朽化が進んでいる。計画的な修繕によ
り長寿命化と機能保全を図るとともに、修
繕費用の平準化と縮減を図る。本年度は、
アトリウム防火設備改修工事、大会議棟エ
レベータ更新工事等を行い、電気設備改修
工事に着手する。
○アトリウム防火設備改修工事概要
　工事期間　R05年度
　事業費　121,776千円
○大会議棟エレベータ更新工事概要
　工事期間　R05年度
　事業費　23,100千円
○電気設備改修工事概要
　工事期間　R05～R06年度
　事業費　985,266千円

229,881 78,000 151,881 90

継
双葉市営住宅
建替事業

双葉市営住宅の計画的な建替えのため、Ｈ
棟建設工事及び1000棟・1100棟解体工事を
行う。
○概要
　R03年度　 　　実施設計
　R04～R07年度　建設工事　
○全体事業期間
　R02～R07年度

562,856 231,806 326,500 4,550 218

継
上白水市営住宅
建替事業

上白水市営住宅の計画的な建替えのため、
Ｉ棟建設工事及び1300棟解体工事を行う。
○概要
　R03年度　 　　基本設計
　R04年度　 　　実施設計
　R05～R06年度　建設工事　
○全体事業期間
　R03～R06年度

371,740 167,597 200,000 4,143 219

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
生活困窮者
自立支援事業

生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護
に至る前の段階での自立支援策の強化を図
るため、生活困窮者に対して、就労準備支
援事業、自立支援相談事業、家計改善支援
事業、住居確保給付金事業及び子どもの学
習・生活支援事業を行う。

50,125 35,700 14,425
137
231
232

(1) 経営企画部 （単位：千円）

財　源　内　訳

(2) 総務部 （単位：千円）

財　源　内　訳

(3) 市民部 （単位：千円）

財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額

　６　歳出予算の主な事業
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
地域密着型施設等
整備事業

高齢者が住み慣れた地域で最期まで安心し
て暮らし続けられる基盤整備のため、事業
者の施設整備に要する費用等を補助する。
○看取り環境整備推進事業分
　認知症高齢者グループホーム　１施設 2,800 2,800 127

継
小学校屋外運動場
照明施設整備事業

青少年育成団体の安全な活動時間の確保の
ため、屋外照明灯が未設置の小学校に簡易
照明を設置する。
○本年度設置予定校
・春日野小、日の出小、白水小 19,992 19,992 286

継
西スポーツ・レクリ
エーション広場
整備事業

西野球場の保全とスポーツ環境等の充実を
図るため、西野球場と北側隣接地を多目的
広場を中心とした地区公園として整備す
る。
○内容
・第1期工事（令和4～5年度）

265,903 500 265,403 287

新
アピアランスケア
推進事業

がんの治療に伴う外見の変化が見られるが
ん患者及びがん経験者に対し、医療用
ウィッグや補装具等の購入費の一部を助成
する。

330 165 165 169

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継 施設介護等給付事業

障がい者等が日常生活又は社会生活を営む
ことができるよう、施設にて介護を受ける
費用について給付を行う。
○対前年度増減
　＋91,994千円（＋5.3％）
　※R04年度当初予算額　1,727,790千円

1,819,784 1,364,836 454,948 134

継 障害児通所給付事業

障がいのある児童や発達の遅れがある児童
が、必要な療育や生活能力向上のための訓
練を受ける費用について給付を行う。
○対前年度増減
　＋323,850千円（＋32.8％）
　※R04年度当初予算額　988,172千円

1,312,022 981,906 330,116 141

継
毛勝児童センター
大規模改修事業

老朽化が進んでいる毛勝児童センター（平
成5年度竣工）について、大規模改修工事
を行う。

107,240 68,826 4,000 34,414 154

継
すくすくプラザ
予防保全改修事業

老朽化が進んでいるすくすくプラザ（平成
15年度竣工）の長寿命化を図るため、予防
保全改修工事を行う。
○工事期間　R05～R06年度

98,058 488 97,570 154

(4) 健康推進部 （単位：千円）

財　源　内　訳

(5) 福祉支援部 （単位：千円）

財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
出産・子育て応援
事業

妊娠期から出産・子育てまで一貫して相談
に応じ、様々なニーズに即した必要な支援
につなぐ伴走型の相談支援を行うととも
に、妊娠届出時に5万円、出産届出時に5万
円の経済的支援を一体として実施する。 95,807 80,974 14,833 166

継 産後ケア事業

乳児及び産婦を対象に、産科医療機関等に
おいて、授乳や沐浴等のアドバイス、育児
相談等を宿泊もしくは日帰りで行う。本年
度から従来の宿泊型、日帰り型に加え、新
たに居宅訪問型の支援を行う。 7,641 3,536 569 3,536 168

新
初回産科受診料
助成事業

低所得の妊婦の経済的負担軽減を図るとと
もに、当該妊婦の状況を継続的に把握し、
必要な支援につなげるため、初回産科受診
料の費用を助成する。

800 400 400 168

新
ひとり親家庭養育費
確保支援事業

ひとり親の養育費に関する取り決めを促
し、養育費を確保することにより、ひとり
親家庭の安定した生活の促進を図る。
○内容
・公正証書等作成支援事業
・養育費保証契約締結支援事業
・未払い養育費に係る強制執行申立費用支
援事業

1,057 528 529 139

新
放課後児童クラブ舎
予防保全改修事業

公共施設マネジメント計画に基づき、放課
後児童クラブ舎12舎（第2クラブ6舎を除
く）のうち9舎の予防保全改修工事を行
う。
○本年度実施予定クラブ舎
春日南小、春日小、須玖小、春日西小、天
神山小、春日東小、日の出小、春日野小、
春日原小

91,712 37,036 54,676 158

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
ふれあい文化セン
ター設備機器等
改修事業

老朽化が進んでいるふれあい文化センター
（平成7年竣工）について、計画に基づき
改修工事を行う。
○工事内容
・エレベータ改修（2～4号機）
・照明基盤等設備改修
・可動式展示パネル改修

153,776 153,776 272

継
地区公民館等
大規模改修事業

地区公民館等の老朽化に伴い、計画的に大
規模改修及び予防保全改修工事を実施す
る。
○対象施設
・設計
　白水ヶ丘地区公民館
　惣利地区公民館
・大規模改修工事
　泉地区公民館
　弥生コミュニティ供用施設

242,610 6,000 236,610
278
279

新
防災関連計画改定
事業

専門家にコンサルティング業務を委託し、
平成30年度に策定したＢＣＰ計画（業務継
続計画）の改定を行う。

1,980 1,980 74

財　源　内　訳

(6) 地域生活部 （単位：千円）

財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
立地適正化計画策定
事業

住宅や医療・福祉・商業、公共交通等のさ
まざまな都市機能を適切な場所に誘導し、
持続可能なまちづくりを推進するために立
地適正化計画を策定する。
・策定期間　R04～R05年度 15,066 15,066

205
206

継
西鉄春日原駅周辺ま
ちづくり構想策定
事業

春日市の中心拠点にふさわしい魅力を創出
するため、容積率等に関する現況調査や、
地区計画素案作成、エリアマネジメントの
スキーム検討、企業の意向調査等、多角的
な視点から必要な調査・検討を実施する。
・策定期間　R04～R05年度

7,083 7,083 206

新
高さ規制の見直しに
向けた調査分析事業

現行の容積率及び絶対高度制限型高度地区
といった高さ規制の見直しを検討するた
め、調査分析業務を実施する。

4,961 4,961 206

新
景観基本計画策定
事業

本市が目指す良好な都市景観の形成を実現
するために、都市の景観に係るビジョンを
明らかにするとともに、都市全体及び地区
レベルでの景観上の課題を明らかにし、そ
れにふさわしい整備方針を定めるために景
観基本計画を策定する。

5,099 5,099 215

継 上白水公園整備事業

既存の上白水公園は、民間地を借地し整備
を行い公園として供用している。借地解消
のために令和3年度に用地を取得し、令和
4、5年度の2カ年で整備を行う。
○内容
・公園施設整備
・既設公園施設等撤去

62,000 50,000 12,000 209

継
白水大池公園施設
改修事業

白水大池公園内の2か所の橋梁について、
今後進展する老朽化に対する安全対策の強
化を図る観点から、長寿命化計画に基づく
適切で計画的な改修を実施する。

29,700 29,700 209

新
位瀬公園施設整備
事業

位瀬公園内に新たに駐車場を整備し、遊具
等を再整備することにより、利用者の利便
性向上及び公園機能向上を図る。

39,490 39,490 209

新
グリーンインフラ
計画策定事業

本市の「緑豊かな都市」の姿を未来に引き
継ぎ、自然環境が有する多様な機能を活用
するために、市の中心部である市民活動交
流地区においてグリーンインフラによる魅
力ある都市空間の構築を目的とした計画を
策定する。
・計画期間　R05～R09年度

5,000 1,500 3,500 210

継
ため池保全等
基本計画策定事業

防災上の課題、貯水機能、周辺景観、利水
機能等の活用状況、所有者の意向を勘案し
ながら、ため池の今後のあり方の方向性を
示すために、ため池保全等基本計画を策定
する。 10,780 10,780

212
213

継
道路ストック
長寿命化補修事業

平成27、28年度に行った総点検から、各施
設に応じた法定点検等により長寿命化修繕
計画を更新し、順次補修工事を行う。令和
5年度は、舗装、橋梁の補修工事に加え、
紅葉ヶ丘西6丁目の雨水暗渠等の補修設計
を実施する。

88,859 1,320 46,000 41,539
200
201

(7) 都市整備部 （単位：千円）

財　源　内　訳
事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
那珂川宇美線整備
事業

県が実施する都市計画道路那珂川宇美線の
道路拡幅整備事業に対し、地元負担金を支
出する。
○内容
・下白水西工区　520m

69,167 62,889 6,278 211

継
長浜太宰府線整備
事業

県が実施する都市計画道路長浜太宰府線整
備事業に対し、地元負担金を支出する。ま
た、未認可区間の道路用地先行取得を行
う。
○内容
・須玖北工区　420m

98,511 75,012 23,499 211

継
光町大土居線等整備
事業

光町大土居線の事業着手に向けて、都市計
画道路幅員の変更を行うため、都市計画決
定変更図書作成等業務を実施する。
・作成期間　R04～R05年度　

9,800 9,800
211
212

継
西鉄春日原駅周辺
整備事業

県が実施する西鉄天神大牟田線連続立体交
差事業に連動し、春日原駅前広場及び周辺
道路を整備し、賑わいのある空間を形成す
るための基盤づくりを推進する。
○内容
・用地買収及び売払
・境界復元
・調査測量設計
・施工計画策定
・建物補償調査再算定
・道路改良工事

97,050 97,010 40 212

継
西鉄天神大牟田線
連続立体交差事業

県が実施する西鉄天神大牟田線連続立体交
差事業に対し、地元負担金を支出する。
○内容
・駅舎工事　等

133,498 113,800 19,105 593 214

継 ため池防災減災事業

ため池の点検調査等によりため池の現状を
把握し、必要な防災減災事業を実施する。
○内容
・ため池ハザードマップ作成（8箇所）
・ため池点検調査（大牟田池）

56,870 50,000 6,870 190

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
須玖岡本遺跡整備
事業

須玖岡本遺跡の保存・活用に向けた整備を
行うため、史跡の公有地化を行う。
○購入物件　岡本地区1筆
○購入面積　269.00㎡

47,196 37,748 9,448 275

継 水城跡整備事業

特別史跡である大土居水城跡は整備されて
から40年が経過し損傷や劣化が見られるた
め、改めて保存整備を行うとともに、史跡
の価値を広く周知するための看板を設置す
る。

52,496 10,919 41,577
276
277

財　源　内　訳

(8) 教育部 （単位：千円）

財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額
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【主な新規事業一覧表】
予算額

（令和5年度） 国･県 市単独

1 経営企画課 企業版かすがふるさと応援寄附金推進事業 111 ○

2 高齢課 高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定事業 3,850 ○

3 健康スポーツ課 いきいき春日２１健康づくり支援計画策定事業 3,900 ○

4 健康スポーツ課 アピアランスケア推進事業 330 ○

5 子育て支援課 初回産科受診料助成事業 800 ○

6 こども未来課 ひとり親家庭養育費確保支援事業 1,057 ○

7 こども未来課 放課後児童クラブ舎予防保全改修事業 91,712 ○

8 環境課 省エネルギー診断事業 33 ○

9 安全安心課 防災関連計画改定事業 1,980 ○

10 安全安心課 ウェブマップによる災害情報共有システム導入事業 278 ○

11 都市計画課 高さ規制の見直しに向けた調査分析事業 4,961 ○

12 都市計画課 景観計画策定事業 5,099 ○

13 都市計画課 位瀬公園施設整備事業 39,490 ○

14 都市計画課 グリーンインフラ計画策定事業 5,000 ○

15 下水道課 ため池ハザードマップ作成事業 11,990 ○

16 文化財課 奴国の丘歴史資料館事業～鋳造実験ワークショップ～ 2,497 ○

【主な廃止事業一覧表】
予算額

（令和４年度） 国･県 市単独

1 安全安心課 自宅療養者等支援事業 1,100 ○

区　分

　※　区分の「国・県」は補助事業、「市単独」は単独事業です。

区　分

　※　区分の「国・県」は補助事業、「市単独」は単独事業です。

番号 所　管 事　　業　　名

番号 所　管 事　　業　　名

　７　主な新規事業・廃止事業一覧表
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※表内二段書きは、上段が取崩額、下段が積立額

4 年 度 末 5 年 度 末

現 在 高 当　初 補 正 額 補 正 額 補 正 額 補 正 額 取崩額 見 込 額

（決算見込み） 予算額 （6月補正） （9月補正） （12月補正） （3月補正） 積立額

0 0

2,000 2,000

0 0

1,000 1,000

1 1

1,000 1,000

0 0

4,000 4,000

36,463 36,463

37,464 37,464

55,000 55,000

26,196 26,196

114,600 114,600

2,000 2,000

0 0

1,000 1,000

0 0

1,000 1,000

0 0

2,000 2,000

11,758 11,758

11,758 11,758

3,403 3,403

849 849

取崩額　計 221,225 0 0 0 0 221,225

積立額　計 90,267 0 0 0 0 90,267

小　　計 17,434,214 △ 130,958 0 0 0 0 △ 130,958 17,303,256

81,309 81,309

0 0

0 0

10,845 10,845

取崩額　計 81,309 0 0 0 0 81,309

積立額　計 10,845 0 0 0 0 10,845

小　　計 1,753,190 △ 70,464 0 0 0 0 △ 70,464 1,682,726

19,187,404 △ 201,422 0 0 0 0 △ 201,422 18,985,982

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

取崩額　計 0 0 0 0 0 0

積立額　計 0 0 0 0 0 0

小　　計 16,000 0 0 0 0 0 0 16,000

302,534

101,112

（単位：千円）

5 年 度 

合　　計

令和5年度　基金の積立状況 （当初予算）

区　　分

財政調整基金 2,885,040 2,887,040

衛生施設等整備基金 710,680 711,680

溜池保全基金 73,121 74,120

公共施設等整備基金 9,268,072 9,272,072

職員退職手当基金 492,331 493,332

都市緑地保全等基金 213,769 184,965

連続立体交差事業等整
備基金

1,026,500 913,900

市民防災対策活動等
支援基金

23,051 24,051

市営住宅整備基金 142,967 143,967

県施行都市計画道路事
業等整備基金

2,595,800 2,597,800

森林環境譲与税基金 329 329

消防施設整備基金 2,554 0

国民健康保険事業費納付
金等支払準備基金

546,987 465,678

介護給付費準備基金 1,206,203 1,217,048

高額療養費支払
資金貸付基金 4,000 4,000

福祉資金貸付基金 10,000 10,000

介護保険高額介護サービス費
支払資金貸付基金 2,000 2,000

総　合　計 19,203,404 △ 201,422 0 0 0 0 19,001,982

一　

般　

会　

計

特
別
会
計

定
額
運
用
基
金
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地方債現在高の状況

【令和５年度　当初予算】

27,286,208 25,730,899 302,600 1,095,300 2,615,435 24,513,364
(15,698,148) (14,654,618) (246,900) (1,491,275) (13,410,243)

下水道事業会計 9,936,941 9,180,641 300,700 1,043,835 8,437,505

合 計 37,223,149 34,911,540 302,600 1,396,000 3,659,270 32,950,869
(15,698,148) (14,654,618) (246,900) (1,491,275) (13,410,243)

（単位：千円）

令 和 ５ 年 度 中 増 減 見 込 み

起　債　見　込　額

（繰　越　分） （当初・補正分）

（うち臨時財政対策債分）

区            分
令和３年度末

現在高
（決　算　額）

令和４年度末
現在高

（決算見込額）

令和５年度末
現在高

（見　込　額）元金償還見込額

一 般 会 計

-
 
2
1
 
-



（単位：千円）

消費税増税分 市税等

生 活 保 護 2,191,246 1,685,232 0 15,772 490,242 98,069 392,173

生活困窮者支援 46,114 33,695 0 0 12,419 2,484 9,935

児 童 福 祉 6,543,307 4,034,487 0 316,180 2,192,640 438,620 1,754,020

母 子 等 福 祉 127,813 74,122 0 242 53,449 10,692 42,757

高 齢 者 福 祉 107,221 3,878 0 5,944 97,399 19,484 77,915

障 害 者 福 祉 4,130,153 2,922,658 0 3,008 1,204,487 240,948 963,539

13,145,854 8,754,072 0 341,146 4,050,636 810,297 3,240,339

国 民 健 康 保 険 821,305 478,046 0 0 343,259 68,666 274,593

介 護 保 険 1,050,283 84,743 0 0 965,540 193,148 772,392

年 金 5,100 5,100 0 0 0 0 0

1,876,688 567,889 0 0 1,308,799 261,814 1,046,985

高 齢 者 医 療 1,350,523 206,694 0 800 1,143,029 228,654 914,375

そ の 他 医 療 5,881 3,679 0 965 1,237 247 990

疾 病 予 防 対 策 470,302 29,560 0 0 440,742 88,167 352,575

健 康 増 進 対 策 439,678 95,076 43,900 7,126 293,576 58,728 234,848

2,266,384 335,009 43,900 8,891 1,878,584 375,796 1,502,788

17,288,926 9,656,970 43,900 350,037 7,238,019 1,447,907 5,790,112

55.9% 0.3% 2.0% 41.9% 8.4% 33.5%

16,771,353 9,512,132 0 342,366 6,916,855 1,416,889 5,499,966

56.7% 0.0% 2.0% 41.2% 8.4% 32.8%

財源内訳

一般財源

事業名

小　計

小　計

小　計

合　　　　　　 計

財 源 の 構 成 比

合　　　　計

財源の構成比

消費税増税に伴う地方消費税交付金増収分（社会保障財源化分）が
充てられる社会保障施策の状況（令和5年度当初予算）

施策区分
予算額

国県支出金 市債 その他

社会保険

保健衛生

（参考）
令和4年度
当初予算

※　消費税増税に伴う地方消費税交付金の増収分は、「消費税法第１条第２項に規定する経費その他社会保障施策（社会福祉、社
　会保険及び保健衛生に関する施策をいう。）に要する経費に充てるものとする。」旨地方税法に明記されています。

社会福祉
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